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Ⅰ 公民連携（ＰＰＰ）基本方針の策定について         

 

１ 方針策定の背景と目的 

   本市の行財政改革の取組みとしては、第８次総合計画における施策「持続

可能な行政経営の推進」において、事務の簡素化と統廃合、指定管理者制度

の導入、職員の定員適正化などの事務事業の効率化や自主財源の確保など、

これまでも継続して取り組んでおり、令和２年度には、公共施設等総合管理

計画個別施設計画の策定を予定しています。 

今後は、人口減少による市税等の減収などによる歳入減少、少子高齢化に

よる社会保障関係費や公共施設等の維持・更新に伴う財政需要などの増大

が見込まれ、市の財政状況は、より厳しさを増すことが予想されます。 

一方、社会経済情勢が大きく変化し、市民ニーズが多様化している中、行

政サービス水準を維持するためには、限りある行政資源を効果的・効率的に

活用し、将来にわたって持続可能な行政経営を継続する必要があります。そ

のためには、行政だけでなく、市民との協働に加えて、民間団体や民間事業

者などと連携しながら、行政サービスを提供する仕組みを整えることが必

要です。 

この取組方針は、本市の公民連携の基本的な考え方や事業手法を選択す

る際のガイドライン、民間との連携・協働を進める上での留意事項と、行政

サービスの提供における様々な事業手法を具体的に示すことで、民間活力

の積極的な活用を推進することを目的とします。 
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２ ＰＰＰとは 

ＰＰＰ（Public Private Partnership：公民連携）とは、行政と民間が連

携・協働により、最適な公共サービスを提供し、地域の価値や市民満足度の

最大化を図る手法の概念を総称したものです。 

これまで行政が行ってきた分野に、民間の知恵やアイデア、資金や技術、

ノウハウを活用することで、行政サービスの質の向上や業務の効率化、地域

経済ならびに地域活動の活性化などを目指すものです。 

PFI※1、指定管理者制度、民間委託、民営化などのサービス提供を対象と

するものや、公有資産に民間サービスを誘導するものや、公民の協働による

まちづくりなど様々な手法や概念があり、今もなお、制度的・概念的な進化

が続いています。 

※１ ＰＦＩ(Private Finance Initiative、民間資金を活用した社会資本整備) 

公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公共

サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図る

という考え方。 

 

（参考） 

 国の動向 

国においては、平成 11 年に「民間資金等の活用による公共施設等の促進に関する法

律」（平成 11 年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」という）により制度を導入し、多様な公民連

携の手法を推進することで、効率的かつ効果的に社会資本を整備するとともに、国民に対

する低廉かつ良好なサービスの提供を目指すこととしています。 

令和元年の「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」においては、本格的な人口減少社会の

中で、新たなビジネス機会の拡大、地域経済好循環の実現、公的負担の抑制等を図り、

経済・財政一体改革を推進するためには、様々な分野の公共施設等の整備・運営に、多

様なＰＰＰ／ＰＦＩ、とりわけ民間の経営原理を導入するコンセッション事業※２の活用が重要

であるとしています。そのためには、収益性を高めつつサービス購入型ＰＦＩ制度事業や指

定管理者制度等の多様なＰＰＰ／ＰＦＩ事業をファーストステップとして活用することを促すこ

とが効果的であると示しています。 

 

※２ コンセッション（公共施設等運営権） 

利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を公共主体が有したまま、施

設運営権を民間事業者に付し、民間事業者は施設運営権を抵当に自己資金を調達する

ことを可能とした事業方式で、平成 23 年のＰＦＩ法の改正により導入された。 

  



3 

Ⅱ 公民連携（ＰＰＰ）推進基本方針               

 

１ 基本方針 

公民連携（ＰＰＰ）の活用にあたっては、中長期的な行政経営の視点を持ち、

民間事業者等と行政が対等な立場に立って、行政サービスについて民間活力

の検討を行います。また、行政が実施するよりも効率的かつ効果的な行政サー

ビスの実施が見込めるものについては、原則として、積極的に民間に委ねるこ

とを基本方針とします。 

推進にあたっての基本的な考え方と目指すべき方向性については次の３つ

の方針によることとします。 

方針１：ＰＰＰの活用 

民間事業者等が有するノウハウ、専門知識、技術等が行政サービスに生

かされるよう、公的関与のあり方を再検討するとともに、業務の再構築や、

組織・施設にまたがる共通業務を集約化させるなど、既存の枠組みに捉わ

れることなく市民満足度の向上を目指した発展的な取組みとしてＰＰＰ

の活用を図ります。 

 

方針２：ＰＰＰ手法の選択と評価 

民間事業者等が様々な行政サービスに参入していることを踏まえ、現

行の手法に捉われることなく、民間事業者等が担うことが可能なものは、

最適な民間事業者等による行政サービスの提供が行えるよう、適切なＰ

ＰＰ手法を選択します。また、導入の効果等を評価し、有効性の検証を行

います。 

 

方針３：ＰＰＰ活用に向けた環境整備 

ＰＰＰによる行政経営を実現するため、民間の発想を積極的に取り込

むことができる組織風土の醸成や職員の意識改革、民間事業者等との協

働・連携の効果が発揮できる仕組みづくりなど、積極的なＰＰＰ活用に向

けた環境を整備します。 
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２ 活用の範囲 

本市における公民連携（ＰＰＰ）活用の範囲は、あらゆる分野・領域・部門・

制度・サービス等についての事務事業とし、下記に掲げる「必要性」、「公共性」、

「民間の市場原理」の視点から行政の活動範囲として適当であると判断した

事務事業において活用していくものとします。ただし、法令等に基づき市職員

が直接実施しなければならない事務事業等を除きます。 

（１）行政の活動範囲 

行政の活動範囲は、次に掲げる視点により、本市の事務事業として維持

すると判断したものとします。 

また、行政の活動範囲外としたものは、民営化や事業の廃止を含め、在

り方を検討します。 

 

ア 必要性の視点 

・当該事務事業が当初設定した目的を達成するための役割を現在も担

っている。 

・成果、効果の見込みが説明できる。また、成果、効果は、「須賀川 

市総合計画」の基本計画に定められた施策の実現に貢献している。 

 

イ 公共性の視点 

・私益性に偏っておらず、市民全体の福祉の増進に寄与する事務事業

である。 

・特定の市民や団体を対象としたサービスであっても、サービスの提

供を通じて、第三者にも受益が及ぶ事務事業である。 

 

ウ 民間の市場原理の視点 

・民間の市場原理に任せることで、目的を達成できる事務事業である。 

・市の関与が市場の規制につながらない。 
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（２）行政の活動範囲のうち、ＰＰＰ活用の範囲外とするもの 

行政の活動範囲としたもののうち、次の事項に該当するものは、ＰＰＰ

活用の範囲外とします。 

ア 法令等に基づき、市職員が直接実施しなければならない事務事業 

イ 許認可など公権力の行使に当たる事務事業（ただし、法令等により民間

等が実施できることとされているものを除く。） 

※法令等に基づき、市職員が直接実施する事務事業であっても、民間等が

担うことが関係法令に抵触しない部分がある場合には、事務事業の細分

化や再構築を行い、ＰＰＰ活用を検討します。 

 

３ 目指すべき方向性 

ＰＰＰ活用推進の７つのポイント 

（１）市民サービスの維持・向上 （２）行政資源の有効活用と重点配分 

（３）公共サービスの最適化   （４）業務の専門性の向上 

（５）新たな市場機会の創出   （６）協働の推進  

（７）民間的視点の導入 

 

（１）市民サービスの維持・向上  

民間事業者等のノウハウ、専門知識、技術等を活用することにより、事

業期間の短縮や、行政だけでは生み出すことができなかった多様なサー

ビスの展開を図り、市民サービスの維持・向上を目指します。 

  

 

行政と民間の役割分担について、行政が担うべき役割を明確にするこ

とにより、限られた行政資源を市が直接実施するべき分野である政策立

案や少子高齢化対策等の社会情勢の変化に対応した行政が担う優先度の

高い分野へ重点的に配分することで有効に活用することを目指します。 

 

 

 

 

（１）市民サービスの維持・向上 

（２）行政資源の有効活用と重点配分 
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民間事業者等のノウハウ、専門知識、技術等を活用することにより、事

業実施の効率化を図るとともに、経費の削減や一時的な事務量増加等の

負荷変動に対応した職員数の抑制、事務の効率化に繋げます。 

 

（ 

設計・調査業務、情報通信分野、福祉サービスなど、民間事業者等が有

するノウハウや高度な技術と専門的な知識を活用することで、業務の専

門性の向上を図ります。 

 

（５）新たな市場機会の創出    

これまで市が実施してきた業務を外部に委ねることで、民間事業者等

の参入機会の拡大を促し、雇用の創出、地元企業の発展、地域経済の活性

化につなげます。 

 

（６）協働の推進 

地域に密着した多様な民間事業者等と連携・協働により、市民サービス

を展開することで、民間事業者等の活動の場を拡大し、市民力・地域力の

向上につなげます。 

 

 

ＰＰＰの活用により、事務事業の整理、再構築にあたっては、民間的な

視点による事業手法等を導入できるか検討を行います。 

また、民間が考える市民サービスの提供などについて、情報を共有し、

民間を行政のパートナーとして位置付け、対等な関係で考えていくこと

で、民間のノウハウを蓄積します。 

 

 

 

 

（７）民間的視点の導入 

（３）公共サービスの最適化 

（４）業務の専門性の向上 

（５）新たな市場機会の創出 

（６）協働の推進 
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Ⅲ ＰＰＰ手法の選定                      

 

市民満足度を高める質の高い行政サービスを実現するためには、ＰＰＰ活

用の範囲にある事務事業の形態、内容、特性に応じて、最も効果的な手法を選

択する必要があります。 

１ ＰＰＰの各種手法 

類  型 主な手法例 

(1) 公共サービス型 民営化、ＰＦＩ（ＢＴＯ方式、ＤＢ方式、コンセッション

方式など）、指定管理者制度、民間委託等 

(2) 規制緩和・支援型 市民協働、広域連携等 

(3) 公有財産活用型 ネーミングライツ、市有財産の貸し付け等 

ＰＰＰ手法については、手法の目的や性質によって、以下の類型に基づいて

分類します。 

 

（１）公共サービス型 

ア 民営化 

民営化とは、「民間ができるものは民間に委ねる」という原則に基づき、

民間が主体となってサービスの提供や事務事業を行う方が望ましいもの

について、民間事業者に移行することです。 

民営化には、主に以下の２つの方式があります。 

①「公設民営方式（民間譲渡）」・・直営で運営、もしくは、その施設を

活用して提供している公共サービスについて、当該施設等の譲渡と当

該サービス提供主体の転換を併せて行う形態。 

※なお、民間譲渡にあたっては、財産処分に伴う手続きが必要  

②「民設民営方式」・・施設新設を伴う事業で、民間による施設整備及

び運営によって行政サービスを提供する形態。 

イ 指定管理者制度 

指定管理者制度とは、地方自治法第 244 条に規定された公の施設につ

いて、地方公共団体が指定する法人その他の団体である民間に、公の施設

の管理運営を委ねることです。 
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この制度では、公の施設の設置目的を失うことなく、適切な管理を確保

した上で、民間事業者や NPO 団体等に施設の管理者として使用許可権限

を与えることにより、多様化する市民ニーズに効率的・効果的に対応し、

公の施設の管理に民間事業者等のノウハウや専門的知識等を活用しつつ、

市民サービスの向上と経費の節減等を図るものです。 

具体的な手続については、「須賀川市公の施設の指定管理者の指定の手

続等に関する条例」及び「須賀川市長が管理する公の施設の指定管理者の

指定の手続等に関する規則」に則り事務を進めるとともに、指定管理者制

度の導入を検討すべき施設等については、「須賀川市指定管理者制度ガイ

ドライン」を確認しながら進めます。 

ウ 民間委託 

民間委託とは、市が行政責任を果たすうえで必要な監督権などを留保

しつつ、その事務事業を民間事業者や外部の団体及び個人などに委託す

ることです。 

市民サービスや各種の事務事業について、「市が直接実施する必要があ

るか」また、「民間に委ねることによって質の向上や経費の節減などによ

り効率的な業務執行を図ることが可能か」という視点から、民間委託を進

めます。 

エ ＰＦＩ（Private Finance Initiative、民間資金を活用した社会資本整備） 

ＰＦＩとは、従来、地方公共団体が自ら行ってきた公共施設の設計、建

設、維持管理、運営等を「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の

促進に関する法律（PFI 推進法）」に基づき、民間の資金、経営能力、技

術的能力を活用して行うものであり、地方公共団体が直接実施するより

も効率的かつ効果的に公共サービスを提供する手法です。 

国は、「多様なＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入を優先的に検討するための指針」

において、人口２０万人以上の地方公共団体に対し、公共施設等の整備・

運営・維持管理において、これまでの公設公営等による手法に先立ってＰ

ＰＰ／ＰＦＩ手法の導入検討を行わなければならないとする規定（優先

的検討規程）の策定を要請しており、人口２０万人未満の地方公共団体で

あっても同様の取組を行うことが望ましいものとしています。 
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事業方式としては、ＢＴＯ※1、ＢＯＴ※2、ＢＯＯ※3などの新たに施設を

建設される際に用いられる方式の他に、ＲＯ※4 と呼ばれる既存施設を改

修する際に用いられる方式があります。 

また、公共施設等の管理者が資金調達を負担し、設計・建設、維持管理・

運営を民間に委託するＤＢＯ※5 方式などもＰＦＩの類型に分類されます。 

事業形態としては、施設の利用やサービスの料金等で事業費を賄う独

立採算型、サービスに公共施設等の管理者が対価を払うことで、事業費を

賄うサービス購入型、その両方を組み合わせ、サービスの料金等と公共施

設等の管理者の支払により、事業費を賄う混合型（ミックス）があります。 

※ＰＦＩ法第２条の公共施設等 

公共施設 道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、工業用水道等 

公用施設 庁舎、宿舎等 

公益的施設 賃貸住宅及び教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、社会福祉施

設、更生保護施設、駐車場、地下街等 

その他の施設 情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リサイクル施設、観

光施設及び研究施設 

※1 ＢＴＯ（Build Transfer Operate）：ＰＦＩ事業方式の１つ。民間が自らの資金で対象施

設を建設（Build）し、完成後すぐに公共施設等の管理者に所有権を移転（Transfer）

するが、維持管理・運営（Operate）は民間が行う方式。 

※2 ＢＯＴ(Build Operate Transfer)：ＰＦＩ事業⽅式の１つ。民間が自らの資金で対象施

設を建設（Build）し、維持管理・運営（Operate）を行い、事業終了後に所有権を公

共施設等の管理者へ移転（Transfer）する方式。 

※3 ＢＯＯ(Build Own Operate)：ＰＦＩ事業⽅式の１つ。民間が自らの資金で対象施設を

建設（Build）し、所有権を維持（Own）し、維持管理・運営（Operate）を行う方式。 

※4 ＲＯ(Rehabilitate Operate)：ＰＦＩ事業⽅式の１つ。民間が既存の施設を改修

（Rehabilitate）し、維持管理・運営（Operate）を行う方式。 

※5 ＤＢＯ(Design Build Operate)：ＰＦＩに類似した事業⽅式の１つ。公共施設等の管理

者が資⾦調達を負担し、設計・建設、維持管理・運営を民間に委託する⽅式。 
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（２）規制緩和・支援型 

ア 市民協働 

本市と市民等が目的を共有し、それぞれの役割及び責任の下で、相互の

立場を尊重・協力して、公共の利益を実現するために活動するものです。 

本市においては、協働によるまちづくりに関する考え方や協働のまち

づくりを実践するための取組みを示した「市民との協働によるまちづく

り指針」を平成１９年４月に策定し、市民活動団体への事業委託等の事業

に取組み、市民活動を推進するための環境づくり、ひとづくりに努めてき

ました。 

今後も市民協働に関する協働・連携事業の実施にあたっては、協働の

まちづくり推進の指針に示された協働を推進するための手法について、

積極的に活用を図り、更に既存事業以外においても事業検討を行い市民

との協働のまちづくりを進めます。 

イ 広域連携 

地方自治法に基づき、地方公共団体の組織及び運営の合理化を図るた

め、協議会、機関等の共同設置、事務の委託や一部事務組合、広域連合の

設置により共同処理を行うなど、地方公共団体が相互に連携するもので

す。 

本市においては、こおりやま広域連携中枢都市圏に参画し、構成各市町

村と広域的連携により、主体的なまちづくりの理念と課題を踏まえた将

来展望の実現に向け、広域的に学び、働き、暮らし続けることができる圏

域づくりを推進しています。 

 

（３）公有財産活用型 

ア ネーミングライツ（命名権） 

公共施設に愛称として民間企業の名前やブランド名を付与する権利で、

契約した民間等から命名権料等を得ることにより収入の増加を図るもの

です。 

導入方法としては、市が導入施設のスポンサー企業等を募集する「募集

型」とスポンサー企業等がノウハウ・アイデアを生かした施設等の魅力向
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上につながる提案をする「提案型」があります。 

イ 市有財産の貸付け 

本市が所有する財産を民間等に貸し付け、賃借料などによる収入の増

加を図るとともに、民間等が地域の価値や施設の利便性を高める事業を

行うことにより、市民サービスの向上を図るものです。 

国においては、「ＰＰＰ/ＰＦＩの抜本的な改革に向けたアクションプ

ラン」において、公的不動産の利活用について、民間等からの自由な提案

を募ることで、財政負担を最小に抑え、公的目的を最大限に達成すること

を目指して、既存施設や公的不動産の生産性を高めるようなＰＰＰの取

組みを推進しています。 

本市においては、低・未利用地の売却などのほか、公共施設への自動販

売機の設置、市有地の貸付け等を実施しています。 

市有財産の貸付については、貸付料等による収入の増加のみならず、未

利用財産を民間等が活用することにより、市民に新たな便益を提供する

などの有効的な活用等が図られることから、今後も積極的な検討を行う

ものとします。 
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２ 行政の関与とＰＰＰの効果 

３ ＰＰＰ手法の担い手となり得る実施主体 

 

 

 

 

 

 

職員が直接実施しなければならな

い業務や仕様により、実施方法を明

確にして、業務を実施するもの

●直営、民間委託

民間等が実施主体となる事業を推

進するため、規制緩和や支援措置を

講ずるもの

●市民協働

民間の私的活動に対し、市の財産

貸付けや使用を許可し、収入を得る

もの。公共的な活動を条件とするこ

とで、ＰＰＰの効果は上がる。

●ネーミングライツ、財産貸付け

民間等の責任において全てを委ね

るもの

成果や水準を示し、実施方法を委

ねる事業を実施するもの

●民営化、ＰＦＩ、指定管理者制度

Ｐ

Ｐ

Ｐ

の

効

果

大

Ｐ

Ｐ

Ｐ

の

効

果

小

行政の関与の度合い 大

行政の関与の度合い 小

民営化 ○ ○ ○ ○

ＰＦＩ ○

指定管理者制度 ○ ○ ○ ○ △

民間委託 ○ ○ ○ ○ △ △ △

市民協働 △ ○ ○ ○ ○ ○

広域連携 ○

ネーミングライツ ○ ○

市有財産の貸付け ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

　○：担い手となる可能性が高い。

　△：担い手となる可能性がある。

個人
他の地方
公共団体

　　　　 主体
 手法

法人等 ＮＰＯ 市民団体 地域団体 サークル
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４ 活用検討の基本的な流れ 

『ＰＰＰ活用に向けた検討フロー図』 

ｽﾃｯﾌﾟ１

ＰＰＰ適用範囲の検討

ＮＯ

ＹＥＳ　

ＮＯ

ＹＥＳ　

ＮＯ

ｽﾃｯﾌﾟ２ ＹＥＳ

適用すべきＰＰＰ手法の検討

ＮＯ

ＹＥＳ ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

施設の建設（改修）を含む

着手まで概ね２年以上ある

市の事業として継続の必要性がある

市が実施しなければならない事業である

事務事業の細分化が可能である

対象が施設管理・運営に関するものである

ＮＯ

既存事業を見直すことを前提として、事業の必要性、

費用対効果等の検証などにより事業の取捨選択を行う。

行政が直接実施する必要があるか事業の公共性や市場性、

事業効果等の視点により、行政の関与を検討する。

市民満足度を高める質の高い市民サービスを実現するために

各々の事務の事業形態、内容、特性に応じて、最も効果的な

ＰＰＰ手法を選択する。

ＰＰＰ手法の検討

事業廃止を検討

民営化を検討

直営(市で実施)

指定管理者制度

他のPPP手法活用可能性

を検討

民間委託による効果が

期待できる

事務事業である

ＰＦＩの検討

民間委託の検討
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５ 民間との対話 

民間との対話の促進は、今後、公民連携を推進する上で、必要不可欠なもの

となります。民間との対等な関係を構築しつつ、課題を共有し、質の高い対話

を行っていくためには、民間から漠然とアイデアを募集するのではなく、行政

や地域の課題を明確な証拠(エビデンス)により示したうえで、対話に臨むこ

とが重要です。 

本市においては、以下の考えに基づき、民間との対話の促進に努めます。 

（１）情報公開 

民間との対話に際しては、行政や地域の課題を可能な限りデータ等によ

る明確な証拠(エビデンス)とともに民間に示しつつ、本市が「何に困ってい

るのか」「何をどのように解決(改善)したいのか」「どのようなゴールを見据

えているのか」等の課題の明確化に努めます。 

（２）対話の促進 

民間との対話の機会を増やすために、本市から民間に対話を働きかける

ケースはもとより、民間自らが本市に対話を働きかけるケースも想定し、民

間の視点による行政や地域の課題の抽出、あるいは、解決策の提案につなげ

られるよう、民間が提案しやすい環境づくりを進めます。 

（３）対話の実施 

民間との対話を開かれたものとするために、サウンディング型市場調査※

等を積極的に活用するとともに、対話の際には民間のアイデアがもたらす

行政や地域の課題への作用を始め、その効果や他の手法との優位性等につ

いて確認します。 

 ※サウンディング型市場調査 

事業発案段階や事業化段階において、事業内容や事業スキーム等に関

して、直接の対話により民間事業者の意見や新たな提案の把握等を行う

こと。対象事業の検討を進展させるための情報収集を目的とした手法。 

対象事業の検討の段階で広く対外的に情報提供することにより、当該事

業への民間事業者の参入意欲の向上を期待するもの。 
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（４）対話における留意事項 

民間との対話において、提案による課題への作用を始め、ＰＰＰ手法を活

用することの効果や他の手法との優位性等を、以下の点に留意して確認し

ます。 

ア 民間の高度な知識や技術を公共領域(サービス)において活用できるこ

と。 

イ 持続可能で良質な市民サービスが提供でき、市民満足度の向上に繋が

ること。 

ウ 「新たな市場機会の創出」や「地域や経済の活性化」に繋がること。 

エ 現在の手法に比べて経費の抑制や事務の効率化が期待でき、「公共領域

(サービス)の最適化」による効率的な行政経営に繋がること。 

オ 地域に密着した民間との連携により、地域課題の解決を始め、地域力の

向上や市民協働の推進に繋がること。 

（５）民間の公共意識(パブリックマインド)の確認 

民間との対話を通して、提案を行う民間企業等の社会課題の解決に対す

る考え方や経営理念など、民間企業等の公共意識(パブリックマインド)の

確認に努めます。 
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参考：本市での導入事例 

※主なＰＰＰ手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手法の概要 事例 　大

事務事業に係る一連の業務を包括して民間に委託し、民間の
ノウハウの活用より、人材やスペースの有効活用、運用・維
持コストの削減を図る。

・庁舎管理、窓口業務
・水道事業

民間事業者を指定管理者として指定し、民間のノウハウ等を
活用することで施設の維持管理・運営等のコスト削減及び
サービスの質の向上を図る。

・公共施設（49施設）

行政の所有する施設（普通財産）等を有償又は無償で民間に
貸与し、民間が当該施設を活用した事業運営、サービスの提
供を行うことで、財政負担を軽減しつつサービスの確保及び
質の向上を図る。

法務局、ATM、自販機設
置、市有地の貸与

・設計、建設から維持管理・運営等に至るまでの全部または
一部を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して、適
切なリスク分担のもと効率的・効果的なサービスの提供を図
る。（公共と事業者は事業契約を結ぶ）
・民間事業者がＰＦＩ事業の契約に基づいて、公共施設など
の運営権を取得し、公共施設などの運営などの事業を長期
的・包括的に行う。（公共施設等運営権制度：コンセッショ
ン方式）

翠ヶ丘公園　P‐PFI

・行政と民間、各々が持つ資源やノウハウを生かした役割・
経費・責任の分担のもとサービス提供・施設管理を行う。
・市民、民間事業者による公共空間等を活用したまちづくり

金融機関、福島大学等と
の包括連携協定、民間に
よる公共空間の利活用、
公民連携まちづくり

民設民営

・民間が施設の建設、所有、管理運営を行う。
・行政と民間の共同出資による第三セクターが施設等の建
設、所有、管理運営を行う。
・施設を管理運営する民間に対し、行政が一定の要件のもと
に支援する。

認定こども園

　小

手　　法

民間委託

民
営
化

市民協働
（事業提携等）

ＰＦＩ

市有財産貸付

指定管理者制度

行
政
の
関
与
度
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Ⅳ 推進体制                          

 

１ 庁内体制 

ＰＰＰの導入は、直接事務事業を所掌する部署が主体となり、継続的な事務

事業の見直しを行うことを基本としますが、組織横断的な調整を要する業務

等もあることから、ＰＰＰの導入にあたっての総合的な調整・推進、情報の提

供等を企画政策課において行います。 

なお、この方針の運用に当たって必要となる事項は、別に定めるものとしま

す。 

 

２ 企画政策課の役割 

  ＰＰＰの導入にあたっての総合的な調整・推進、情報の提供等を行い、連携

体制を構築し、組織横断的な調整を行います。 

また、民間事業者等から地域経済の活性化や行政サービスの充実に資する

事業企画や協力・支援に関する提案等について、総合的な調査・検討等を行い

ます。 

 

３ 民間参入や創意工夫を喚起する環境の整備 

ＰＰＰ導入の推進にあたっては、これまでの行政サービスは、行政であるべ

きという市民の既成概念を払拭し、ＰＰＰ推進への理解、協働を促すため、 

ＰＰＰ導入検討に係る情報の公開や、ＰＰＰ導入事業の周知に努めます。 

また、行政が所有する情報だけでＰＰＰの事業や内容を決めることなく、サ

ウンディング型市場調査の実施などの手法をはじめ、民間との情報交換や対

話の機会を積極的に設けることで、民間の創意工夫が発揮しやすく、参入意欲

が高まる環境の整備に繋げるものとします。 
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情報、意見交換

庁内推進体制

市政経営

会議

【企画政策課】

・ＰＰＰ活用推進に関する全体調整

・ＰＰＰの先進情報の収集並びに研

究、内外への情報提供・周知

【事業主体となり得る民間】

民間企業、民間団体等

【所管課による検討】

・対象事業の仕分け

・手法の選択

【関係課】

・事業に関する意見

・規制への対応等

ＰＤＣＡサイクル

によるＰＰＰ活用

の評価・検証

組織横断的な連携体制
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Ⅴ ＰＰＰ導入に関する留意事項                 

 

１ ＰＤＣＡサイクルによるＰＰＰ活用の評価 

ＰＰＰ手法導入前には、選択する手法が適切であるか、導入後には、選択し

た手法が想定した効果を挙げられているのかを評価し、常に適切な手法によ

り事業を実施する必要があります。このため、評価結果に基づき、必要に応じ

て事業を見直し、事業実施手法を変更するなどの改善を行うＰＤＣＡサイク

ルによる事務事業のマネジメントを行います。 

（１）事前評価 

ＰＰＰ導入前の事前評価として、Ｐ１３の【活用検討の基本的な流れ】で

選択したＰＰＰ手法により、事業を実施した場合に想定される効果を明確

にし、留意事項等を確認した上で、総合的な評価によるＰＰＰ手法の具体的

導入を検討します。 

検討の結果、導入による効果が認められ事業を実施する上で課題がない、

又は課題の解決が見込まれる場合は、そのＰＰＰ手法により事業に取り組

みます。 

また、選択したＰＰＰ手法により想定される効果については、事後評価の

指標とするため、可能な限り定量的な設定をするものとします。 

（２）事後評価 

ＰＰＰ導入後には、業務成果の検査やモニタリング評価などの結果とと

もに、事前評価で想定した効果の達成度を評価し、実施したＰＰＰ手法が適

していたのかを評価します。 

また、評価を基に、事業の廃止等も含め、選択したＰＰＰ手法の継続、変

更や市の直営事業にするなどの検討と併せ、更なる改善を加え事業を実施

することを検討します。なお、新たに事業を実施する場合及び事務事業の改

善を行う場合は、ＰＰＰ活用の範囲を明確にし、選択した事業実施手法の事

後評価を行うこととします。 
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２ 職員の意識改革と環境整備 

職員に対し、ＰＰＰに関する先進事例、社会動向などの情報提供やＰＰＰの

専門的知見、ノウハウを持つ専門家による研修等を積極的に行うことにより、

職員の意識改革や併せて民間的な発想を積極的に取り入れやすい環境整備に

取組みます。 

また、公民連携事業の実施にあたっては、その事業分野は１つの課ではなく

複数の課にまたがることが多いと考えられるため、事業の効果を最大限に発

揮していくには、所管部署だけでなく、関連部署なども巻き込み、組織横断的

な体制で課題解決に向けて取組むことが必要となります。 

ＰＰＰの推進による民間等と行政の役割分担の最適化は、効率的な行政シ

ステムの構築に寄与するものであり、それによって生じた余力は、新たな課題

等への対応に振り向けることで、市民サービス全体の向上を図ることに繋が

るという意識を全職員が共有できる仕組みづくりを構築します。 

 

『ＰＰＰ活用の評価フロー図』 

継　続

事後

評価

ＰＰＰ適用範囲と対象事業の選定

事前

評価

・ＰＰＰ導入検討

・想定される効果設定

・想定した効果の達成度を評価業

・ＰＰＰ手法が適切であるか評価

事業継続の検討

・手法の検証

・事業の見直し改善

計画

Ｐｌａｎ

改善

Ａｃｔｉｏｎ

ＰＰＰ事業の実施

業務成果の検査、モニタリング評価

実施

Ｄｏ

評価

Ｃｈｅｃｋ
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３ 導入手法の考え方(参考) 

（１）民営化 

民営化にあたっては、市民ニーズや民間市場の調査等を前提に十分な議

論や検討を行う必要があります。 

・市民や関係機関等への合意形成、職員の処遇、補助金等の投入がある場

合はその取扱いについての制度上の問題もあり、慎重な対応や取組みが

求められる。 

・情報提供、意見聴取など、民営化に対する十分な理解を得るよう努める。 

・予想されるサービスの質や量、コスト、受益者負担の程度などについて、

市が継続する場合と比較検証を行う。また、民間事業者の業務執行能力、

執行体制などの実施主体としての適格性についても十分な検討を行うと

ともに、市が監督・指導を行う体制を整える。 

・民営化を円滑に実施するために、必要に応じて経過的な措置を講ずるな

ど、民営化の段階的な移行を検討する。（事前に民営化後の実施主体とし

て予定する者に業務を委託する、民営化後期限付きで財政その他の支援

を行う等） 

ア 民営化を検討すべき事務事業 

（ア）法令等の改正又は目的が既に達成され、市が実施主体となって行う必

要が失われ、又は減少した事務 

（イ）民間により、既に同種のサービスが提供されていて、市が実施主体か

ら撤退しても十分なサービス量や質が継続して確保できる事務 

（ウ）市がサービスを提供するよりも民間がサービスを提供する方が、質や

量、コストの面での向上が期待できる事務 

（エ）サービスの需要が多くこれに伴う収入が見込まれ、民間の経営努力に

より採算がとれると見込まれる事務 

（２）指定管理者制度 

ア 指定管理者制度導入の判断基準等 

（ア）市民（利用者）サービスが維持・向上するか（利用者数の増加やサー

ビスの質の向上が図られるか） 

（イ）市民の平等利用が確保できるか 
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（ウ）管理運営経費の削減が図られるか 

（エ）施設の設置目的が達成されるか 

イ 指定管理者制度の導入を検討すべき施設 

（ア）新たに設置する施設  

（イ）利用料金制の採用が可能な施設 

（ウ）使用許可権限を付与することに問題のない施設 

（エ）現在、管理業務の一部又は相当の部分を民間に委託している施設 

（オ）民間の施設と競合する施設 

（カ）管理主体に関し、個別法による制約のない施設 

（キ）利用者の個人情報保護が容易に図られる施設 

（３）民間委託 

ア 民間委託の判断基準 

（ア）市民サービスが維持・向上するか 

（イ）人件費等の経費削減が図られるか 

（ウ）事務処理の効率化が図られるか 

（エ）外部の専門的知識や技術の活用が図られるか 

（オ）法令に適合しているか 

イ 民間委託を検討すべき事務事業 

（ア）定型的な事務事業 

（イ）業務の形態が時期的に集中するなど常時一定の職員を配置する必要

のない臨時的な業務 

（ウ）各種イベント、研修会、講習会などにおいて、民間委託により効率的

な運営が期待できる業務 

（エ）管理、運営など民間の自主性の発揮により弾力的・効果的運営が期待

できる業務 

（オ）民間の専門的な知識、技術、設備等の活用を必要とするもの 

（カ）同種の業務を行っている民間の事業主体が多いなど民間委託により

効率的・効果的な執行が期待できる業務 

（４）ＰＦＩ 

今後、公共施設等の整備や既存施設の改修等を行うにあたって、民間の資
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金や優れた経営能力の活用により、ＶＦＭ※が達成される場合等にはＰＦＩ

による事業の実施についても検討することとします。 

しかしながら、ＰＦＩでは行政にない知識やノウハウを必要とするほか、

事業のメリットを発揮するためには、一定以上の事業規模が必要とされる

ことから、十分に調査・研究した上で活用を検討することとします。 

 

※ＶＦＭ（Value for Money） 

 支払い（Money）に対して最も価値の高いサービス（Value）を供給するという考え方

のことで、従来の方式と比べてＰＦＩの方が総事業費をどれだけ削減できるかを示す割

合。例えば、これまで 50 億円の税金を使って実施してきた公共サービスが、PFI によ

り 40 億円で実施できる場合、20％の VFM を得られたことになる。 

 


